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１．はじめに

小稿の目的は，１９９９年調査と２００２年調査との家計費調査スサナスの個別結果

表から作成した疑似パネルデータを用いて，ジャワ島内家計の消費行動を，消

費保険仮説によって説明できるかどうかの検討を試みることである。

２００２年時点に，インドネシアの貧困水準以下の人口比率が１８．２％と，インド

ネシア国民の約１／５が貧困状態にあり，また，貧困人口は，都市部に３５％およ

び農村部に６５％と，農村部に多くの貧困人口が分布しており，未だ，インドネ

シアにおける貧困問題は解消せず，依然として所得格差が存在しているといえ

る。他方，世帯主年齢別所得と消費支出総額との分布に目を転じると，所得の

変動に比べて消費支出総額の変動が小さく，多くの国と同様に，消費支出の平

滑化がなされている点が観察される。したがって，インドネシアにおける家計

の消費行動およびその属性を明らかにすることは，インドネシア家計の厚生，

ひいては，貧困家計の厚生を高める上で有効であるといえる。

小稿の課題への接近方法は，インドネシアの家計調査である１９９９年調査と

２００２年調査とのスサナスの個別結果表を用い，インドネシア家計において，消

費支出平滑化の説明仮説の一つである消費保険仮説が妥当するかどうかを検討

することである。この場合，ジャワ島内の全家計を都市家計と農村家計とに分

割した場合と，ジャワ島内の貧困家計を都市家計と農村家計とに分割した場合

とについて，疑似パネルデータを作成し，仮説の検証を試みる。

なお，消費保険仮説とは，「個々の世帯の消費の変化は，世帯の平均的な消
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費の変化によって規定され，所得等，個々の世帯固有リスクの変化によって，

規定されない」(1)というものである。消費保険仮説の理論と実証に関する系譜

については，Mace（１９９１），Cochrane（１９９１），および，Dynarski and Gruber（１９９７）

を参照されたい。

消費保険仮説の検証例は，高所得国において多数存在し，低所得国において

も，インドを対象とした Townsend（１９９４）や，パキスタンを対象とした黒崎・

澤田（１９９９）等多数存在するが，インドネシアを対象とした消費保険仮説の検

証例について，筆者は寡聞にして，その存在を知らない。したがって，小稿は，

その点に関しても意義あるものと考えられる。

インドネシアの家計調査は，インドネシア語で，Survei Sosial Economi Na-

sional（National Socio-economic Survey）と呼ばれ，略して，スサナス SUSENAS

と呼ばれている。以下，小稿において，インドネシアの家計調査をスサナスで

表す。使用したデータは，ジャワ島部分（ジャカルタ特別州，西ジャワ州，中

部ジャワ州，ジョクジャカルタ特別州，および東ジャワ州）におけるスサナス

の１９９９年調査対象と２００２年調査対象とのコア部分の家計サンプルとモジュール

部分の家計サンプルとを照合したものである。また，両年の各州の都市部と農

村部との各貧困ライン以下の家計サンプルを抽出し，これを貧困家計のサンプ

ルとしたものである。抽出されたサンプルから，世帯主の最終学歴と世帯主の

年齢とをキー変数として，コーホートを作成し，１９９９年より２００２年への同一最

終学歴における年齢変化を，パネルと見なす擬似パネルを用いて，ジャワ島内

における全家計および貧困家計において，消費保険仮説が受容されるかどうか

の検討を試みる。

なお，小稿は，前稿（2005b）の改訂版である。改訂点は，疑似パネルデー

タを新しく作成した点と，貧困家計に加えて全家計をも分析対象とした点であ

る。疑似パネルデータは前稿と異なるが，貧困家計についての結論は，前稿の

場合と同一である。

以下，２において，分析に利用するデータであるスサナスについて説明する。

３において，インドネシアの人口の３／５が居住するジャワ島内における家計の

消費特性を，スサナス個別結果表を用いて，記述統計から明らかにする。４に
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おいて，疑似パネルデータ作成について説明し，５において作成された家計の

疑似パネルデータを用いて，消費保険仮説の検証を試み，検証結果の妥当性を

考察する。そして，６はむすびにあてられる。

２．データ

スサナスは，コア（Kor）部分とモジュール（Modul）部分とに分けて，毎

年実施される。コア部分は共通部分で，毎年の調査部分に含まれるが，モジュー

ル部分は，（１）消費と所得，（２）健康，教育と住居環境，および，（３）社会文化，

犯罪と国内旅行との３部分に分かれ，各部分は３年毎に調査される。分析に用

いた１９９９年スサナスと２００２年スサナスとは，消費と所得とが，モジュールとなっ

た年である。

２００２年のスサナスの場合は，２０００年の人口センサスをベースとしたマス

ター・サンプリング・フレームを用いて，都市部と農村部との調査地域が決定

された。そして，都市部では，２段階の選択基準で，また，農村部では，３段

階の選択基準で，１調査地域より１６戸の家計がサンプルとして選択され，調査

が実施された(2)。なお，都市部と農村部との判別は，調査地域の人口密度，農

家家計の割合および公共施設へのアクセスとについて作成したスコアを用いて

おこなわれている。１９９９年スサナスの場合も調査項目に小さな差異が存在する

が，調査方法は２００２年の場合と大きく変わらないといえる(3)。

分析に用いられたデータは，インドネシア人口の３／５が居住するジャワ島部

分（ジャカルタ特別州，西ジャワ州，中部ジャワ州，ジョクジャカルタ特別州，

および東ジャワ州）の１９９９年と２００２年とを調査対象として実施されたスサナス

の個別結果表のコア部分とモジュール部分とである。コア部分には，調査家計

の家族の個人情報が含まれ，モジュール部分には，調査家計の詳細な消費と所

得との情報が含まれている。小稿においては，まず，１９９９年調査対象のスサナ

スのコア部分の家計サンプル（８４，８７８）から，サンプルコードを照合キーとす

ることによって，モジュール部分の家計サンプル（２８，８６１）に対応するコア部

分の家計サンプルを抽出した。そして，各州の都市部と農村部との貧困ライン
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以下の家計サンプル（５，７２７）を抽出し，これを貧困家計のサンプルとした(4)。

同様に，２００２年調査対象のスサナスのコア部分の家計サンプル（８１，９２０）から，

サンプルコードを照合キーとすることによって，モジュール部分の家計サンプ

ル（３１，７１７）に対応するコア部分の家計サンプルを抽出し，各州の都市部と農

村部との貧困ライン以下の家計サンプル（３，３０５）を抽出した。

表１は，１９９９年と２００２年とにスサナスのジャワ島内モジュール部分の家計サ

ンプルと抽出された貧困家計サンプルとの地域別，都市農村別分布状況とを示

したものである。ジャワ島全体でモジュール部分のサンプル分布を見れば，

１９９９年に都市部のサンプル数は４４．３％，農村部のサンプル数は，５５．７％となり，

半数以上が農村部のサンプルとなっていたが，２００２年になると都市部のサンプ

ル数は５５．８％，農村部のサンプル数は，４４．２％となり，半数以上が都市部のサ

ンプルと逆転している。貧困家計のサンプル分布は，１９９９年の場合，都市部が

３５．６％となり，農村部が６４．４％となり，２００２年の場合，都市部が２３．１％となり，

農村部が７６．９％となり，２００２年の農村部のウエイトが高まり，約３／４強が農村

部サンプルとなっている。ジャカルタ特別州を除けば，２００２年における農村部

の貧困家計のサンプル数は更に強まり，貧困家計の４／５が農村部に分布するサ

ンプルとなっている(5)。

モジュール部分の地域別サンプル割合は，１９９９年の場合，ジャカルタ特別州

が１０．２％，西ジャワ州が２７．３％，中部ジャワ州が２５．３％，ジョクジャカルタ特

別州が７．７％，および東ジャワ州が２９．４％であり，２００２年の場合，ジャカルタ

特別州が１８．５％，西ジャワ州が２１．９％，中部ジャワ州が２３．２％，ジョクジャカ

ルタ特別州が９．２％，および東ジャワ州が２７．２％であり，両調査年間に，ジャ

カルタ特別州のサンプル数の増加と西ジャワ州のサンプル数の減少が観察され

る。

貧困家計の地域別サンプル割合は，１９９９年の場合，ジャカルタ特別州が１．４

％，西ジャワ州が２１．９％，中部ジャワ州が３０．１％，ジョクジャカルタ特別州が

８．９％，および東ジャワ州が３７．７％であり，２００２年の場合，ジャカルタ特別州

が４．３％，西ジャワ州が１３．８％，中部ジャワ州が３２．９％，ジョクジャカルタ特

別州が１１．９％，および東ジャワ州が３７．０％であり，両調査年間に，西ジャワ州
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表１ スサナスにおける家計のサンプル数（１９９９年，２００２年，ジャワ島）

コア モジュール 貧困家計

（１）
都市部
（２）

農村部
（３）

合 計
（４）

都市部
（５）

農村部
（６）

合 計
（７）

１９９９年
サンプル数

ジャカルタ特別州 ６，０８０ ２，９４８ ０ ２，９４８ ８２ ０ ８２
西ジャワ州 ２１，１２０ ２，９２０ ４，９７３ ７，８９３ ４９９ ７５７ １，２５６
中部ジャワ州 ２５，２２９ ２，７１３ ４，５８５ ７，２９８ ６１２ １，１１３ １，７２５
ジョクジャカルタ特別州 ３，４５４ ９８２ １，２４５ ２，２２７ １７９ ３２８ ５０７
東ジャワ州 ２８，９９５ ３，２１０ ５，２８５ ８，４９５ ６６９ １，４８８ ２，１５７

合 計 ８４，８７８ １２，７７３ １６，０８８ ２８，８６１ ２，０４１ ３，６８６ ５，７２７
合 計 （２） ７８，７９８ ９，８２５ １６，０８８ ２５，９１３ １，９５９ ３，６８６ ５，６４５

２００２年
サンプル数

ジャカルタ特別州 ６，０８０ ５，８７４ ０ ５，８７４ １４２ ０ １４２
西ジャワ州 １８，１１２ ３，５７８ ３，３６５ ６，９４３ １１２ ３４５ ４５７
中部ジャワ州 ２５，２４８ ３，０５６ ４，３１８ ７，３７４ ２０１ ８８７ １，０８８
ジョクジャカルタ特別州 ３，４５６ １，４９２ １，４１３ ２，９０５ ８９ ３０５ ３９４
東ジャワ州 ２９，０２４ ３，６８９ ４，９３２ ８，６２１ ２２１ １，００３ １，２２４

合 計 ８１，９２０ １７，６８９ １４，０２８ ３１，７１７ ７６５ ２，５４０ ３，３０５
合 計 （２） ７５，８４０ １１，８１５ １４，０２８ ２５，８４３ ６２３ ２，５４０ ３，１６３

１９９９年
構成比（A）
（％）

ジャカルタ特別州 １００．０ ０．０ １００．０ １００．０ ０．０ １００．０
西ジャワ州 ３７．０ ６３．０ １００．０ ３９．７ ６０．３ １００．０
中部ジャワ州 ３７．２ ６２．８ １００．０ ３５．５ ６４．５ １００．０
ジョクジャカルタ特別州 ４４．１ ５５．９ １００．０ ３５．３ ６４．７ １００．０
東ジャワ州 ３７．８ ６２．２ １００．０ ３１．０ ６９．０ １００．０

合 計 ４４．３ ５５．７ １００．０ ３５．６ ６４．４ １００．０
合 計 （２） ３７．９ ６２．１ １００．０ ３４．７ ６５．３ １００．０

２００２年
構成比（A）
（％）

ジャカルタ特別州 １００．０ ０．０ １００．０ １００．０ ０．０ １００．０
西ジャワ州 ５１．５ ４８．５ １００．０ ２４．５ ７５．５ １００．０
中部ジャワ州 ４１．４ ５８．６ １００．０ １８．５ ８１．５ １００．０
ジョクジャカルタ特別州 ５１．４ ４８．６ １００．０ ２２．６ ７７．４ １００．０
東ジャワ州 ４２．８ ５７．２ １００．０ １８．１ ８１．９ １００．０

合 計 ５５．８ ４４．２ １００．０ ２３．１ ７６．９ １００．０
合 計 （２） ４５．７ ５４．３ １００．０ １９．７ ８０．３ １００．０

１９９９年
構成比（B）
（％）

ジャカルタ特別州 ７．２ ２３．１ ０．０ １０．２ ４．０ ０．０ １．４
西ジャワ州 ２４．９ ２２．９ ３０．９ ２７．３ ２４．４ ２０．５ ２１．９
中部ジャワ州 ２９．７ ２１．２ ２８．５ ２５．３ ３０．０ ３０．２ ３０．１
ジョクジャカルタ特別州 ４．１ ７．７ ７．７ ７．７ ８．８ ８．９ ８．９
東ジャワ州 ３４．２ ２５．１ ３２．９ ２９．４ ３２．８ ４０．４ ３７．７

合 計 １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０

２００２年
構成比（B）
（％）

ジャカルタ特別州 ７．４ ３３．２ ０．０ １８．５ １８．６ ０．０ ４．３
西ジャワ州 ２２．１ ２０．２ ２４．０ ２１．９ １４．６ １３．６ １３．８
中部ジャワ州 ３０．８ １７．３ ３０．８ ２３．２ ２６．３ ３４．９ ３２．９
ジョクジャカルタ特別州 ４．２ ８．４ １０．１ ９．２ １１．６ １２．０ １１．９
東ジャワ州 ３５．４ ２０．９ ３５．２ ２７．２ ２８．９ ３９．５ ３７．０

合 計 １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０

（資料）１９９９年 SESUNAS個別結果表と２００２年 SESUNAS個別結果表より計算。
（注） 合計（２）はジャカルタ特別州を除いた場合である。なお，貧困家計は，貧困ライン以下の家

計である。構成比は，パーセントを示す。まるめの誤差のため，合計は１００％となるとは限
らない。
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のサンプル割合が大きく減少した点が観察され，２００２年における東ジャワ州の

サンプル割合が最大で，次いで中部ジャワ州のサンプル割合が大きく，ジャカ

ルタ特別州のサンプル割合が最小となっている(6)。したがって，東ジャワ州と

中部ジャワ州との農村部に，多くの貧困家計が分布しているといえる。これら

サンプルを用いて，以下分析を進める。

３．家計費収支

家計における家計費の配分において，最大の関心事は，稼得所得で消費支出

を賄えるかどうかであろう。スサナスのモジュールにおける稼得所得は，賃金・

サラリー，農業所得，家内事業所得，およびその他所得の４種類が調査計上さ

れており，小稿において，これら４種類の所得の和を家計所得とし，これから

消費支出総額を控除した額を，家計費収支とした(7)。

図１は，縦軸に所得と消費支出総額とを，そして横軸に世帯主の年齢を目盛

り(8)，ジャワ島全体の全家計について，所得と消費支出総額とのプロファイル

を２００２年の場合について描いたものである。図１によれば，世帯主年齢が２０歳

代半ばより６０歳に至る全家計の収支は，明白な黒字を示し，所得の変動に比べ，

消費支出総額の変動が小さい点，すなわち，消費支出変動の平滑化が観察され

る。

図２は，同様に，ジャワ島全体の貧困家計について，所得と消費支出総額と

のプロファイルを描いたものである。図２によれば，世帯主年齢が２０歳代半ば

より５０歳代半ばに至る貧困家計の収支は，明白な黒字を示し，消費支出変動の

平滑化が観察される。そして，世帯主年齢が６０歳代半ば以上の貧困家計の収支

は，黒字と赤字とが混在し，６０歳代半ば以下の家計と異なる点が観察される。

同様のプロファイルをジャワ島都市部と農村部との全家計と貧困家計とにつ

いて描いた場合においても，また，１９９９年の場合における同様のプロファイル

においても，消費支出変動の平滑化が観察されるが，紙幅の関係でこれらの図

は省略された。

観察された所得の変動に比べ，消費支出総額の変動が小さい点，すなわち，
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消費支出平滑化の要因は何であろうか。これらの図におけるプロファイルは，

各世帯主年齢の家計平均値について描かれたものであり，各サンプルの家計費

収支は，これらの図において観察された点と異なることが予想される。この点

を確認するために，以下の相関表を作成した。

表２は全家計について，そして表３は貧困家計について，１９９９年と２００２年と

の家計費収支と世帯主年齢との相関表を，都市部と農村部とについて作成した

ものである。なお，表側の数値の単位は１万ルピアである。表２と表３とによ

れば，家計費収支と世帯主年齢との間に明白な相関が観察されないが，各世帯

主年齢ともに，赤字家計と黒字家計とのサンプルが存在している点が観察され

る。そして，２００２年の全家計を除いて各年齢クラスとも，マイナス５万ルピア

超えゼロ以下クラスと，ゼロ超え５万ルピア未満クラスとにサンプルが集中し

ている点が観察される(9)。

家計費収支赤字および黒字家計の存在が，全家計の場合と貧困家計の場合と

の消費支出平滑化の源泉であろうか。家計費収支赤字および黒字家計の存在す

る理由を考察するために，家計費収支と，それを説明すると考えられる家計特

性を示す変数との間の相関係数を，個別サンプルを用いて計算した。その結果

は表４に示されるとおりである。

表４によれば，家計収支の元である所得と家計費収支との相関係数は，農村

部全家計を除いて，大きな値を示す点が観察される。農村部全家計の相関係数

も，０．５５であり，無相関といえない。したがって，所得と家計費収支との間に

高い相関があるといえる。

所得と消費支出との間には正の相関が存在するに点は，経済学における定説

であるが，家計費収支と消費支出総額との相関は，農村部全家計を除いて，低

いといえる。消費支出総額の大部分を占める食料費と家計費収支との関係は，

農村部全家計を含めて，低いといえる。しかし，これら２変数と家計収支との

相関係数は，後述の家計特性に比べて，若干高い数値を示している。

家計の規模を示す家族員数と家計収支との相関係数も小さいといえる。しか

し，サンプルを，家計収支黒字家計と赤字家計とに分割した場合，貧困家計に

おいて，家族員数と家計収支との間に，若干の相関が観察される。
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表２ 全家計の家計費収支と世帯主年齢との相関表（１９９９年，２００２年，ジャワ島）

世帯主年齢

家計費収支

３０歳未満

（１）

３０歳以上
４０歳未満
（２）

４０歳以上
５０歳未満
（３）

５０歳以上
６０歳未満
（４）

６０歳以上
７０歳未満
（５）

７０歳以上
８０歳未満
（６）

８０歳以上

（７）

合 計

（８）

１９９９年

都市部

－１０以下 ２８２ ４４４ ５３０ ３４２ ２５４ １３２ ４４ ２，０２８
－５以下－１０超え １２０ ２３１ ２２８ １４２ １１６ ４５ １８ ９００
０以下－５超え ２５６ ４４７ ３８９ ２５９ ２００ １１６ ２１ １，６８８
０超え ５未満 ４１５ ７３７ ６４９ ４２４ ３２８ １３５ ２４ ２，７１２
５以上 １０未満 ２１２ ４１６ ３３７ ２５８ １６３ ８２ １７ １，４８５
１０以上 １５未満 １１０ ２７７ ２５１ １５７ １０７ ５９ ４ ９６５
１５以上 ２０未満 ７２ １６５ １８７ １１８ ９５ ２８ ３ ６６８
２０以上 ２５未満 ３６ １１３ １０８ １０４ ５９ ２７ ２ ４４９
２５以上 １２７ ４３４ ５２４ ４５７ ２５２ ７３ １１ １，８７８

合 計 １，６３０ ３，２６４ ３，２０３ ２，２６１ １，５７４ ６９７ １４４ １２，７７３

農村部

－１０以下 １０５ ３４０ ３７３ ２９５ ２４１ １４８ ４５ １，５４７
－５以下－１０超え ７９ ２７５ ２５２ ２０９ ２２３ １１６ ４１ １，１９５
０以下－５超え ３１７ ７９９ ６９２ ５６７ ５５４ ２４６ ５８ ３，２３３
０超え ５未満 ４９７ １，３４２ １，２３８ ９１７ ７１２ ３００ ６６ ５，０７２
５以上 １０未満 ２１３ ５１４ ４７２ ４１６ ２４９ １１４ １９ １，９９７
１０以上 １５未満 ９４ ２５９ ２５７ １９７ １４０ ５８ ９ １，０１４
１５以上 ２０未満 ６２ １５６ １６６ １１９ ７３ ２９ ６ ６１１
２０以上 ２５未満 ２４ ８１ １０５ ７１ ４２ １５ ０ ３３８
２５以上 ５１ ２４２ ３３０ ２４８ １４４ ５７ ９ １，０８１

合 計 １，４４２ ４，００８ ３，８８５ ３，０３９ ２，３７８ １，０８３ ２５３ １６，０８８

ジャワ島合計 ３，０７２ ７，２７２ ７，０８８ ５，３００ ３，９５２ １，７８０ ３９７ ２８，８６１

２００２年

都市部

－２０以下 ５０４ ５５８ ５９８ ５０２ ５５７ ２６８ ７１ ３，０５８
－１０以下－２０超え １０８ ３２１ ２４８ １６９ １４６ １０８ ２５ １，１２５
０以下－１０超え ２６７ ６２２ ５０４ ３２４ ２８７ １３４ ３１ ２，１６９
０超え １０未満 ４８８ １，０８４ ９６１ ５３５ ３５４ １５０ ２６ ３，５９８
１０以上 ２０未満 ２７１ ６１９ ５９３ ３１０ １７９ ４９ ８ ２，０２９
２０以上 ３０未満 １６２ ３７６ ３５８ ２１３ １１３ ３８ １１ １，２７１
３０以上 ４０未満 １２３ ２４６ ２６６ １５８ ８４ ３７ ５ ９１９
４０以上 ５０未満 ５１ １６９ １８６ １３６ ６３ ２６ ４ ６３５
５０以上 ２０１ ６５５ ９１４ ７４２ ２９３ ６７ １３ ２，８８５

合 計 ２，１７５ ４，６５０ ４，６２８ ３，０８９ ２，０７６ ８７７ １９４ １７，６８９

農村部

－２０以下 ９７ ２２４ ２４１ ２３０ ２４７ １２９ ３９ １，２０７
－１０以下－２０超え ７８ １８７ ２０３ ２０３ ２１５ １３５ ４８ １，０６９
０以下－１０超え ２７８ ７６５ ７７９ ５８７ ５６６ ２９８ ６３ ３，３３６
０超え １０未満 ４７０ １，３１６ １，１４５ ９１２ ７０３ ２５６ ４６ ４，８４８
１０以上 ２０未満 １５６ ４２９ ３８３ ２８１ ２０８ ５７ １２ １，５２６
２０以上 ３０未満 ６１ １８６ ２１０ １３６ ６９ ３１ ４ ６９７
３０以上 ４０未満 ２７ １０５ １１８ ８１ ３８ １１ ３ ３８３
４０以上 ５０未満 ２３ ６８ ７２ ５６ ３２ ９ １ ２６１
５０以上 ３８ １５９ ２６６ １５１ ６１ ２４ ２ ７０１

合 計 １，２２８ ３，４３９ ３，４１７ ２，６３７ ２，１３９ ９５０ ２１８ １４，０２８

ジャワ島合計 ３，４０３ ８，０８９ ８，０４５ ５，７２６ ４，２１５ １，８２７ ４１２ ３１，７１７

（資料）１９９９年 SESUNAS個別結果表と２００２年 SESUNAS個別結果表より計算。
（注） 表側の数値の単位は，１万ルピアである。
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表３ 貧困家計の家計費収支と世帯主年齢との相関表（１９９９年，２００２年，ジャワ島）

世帯主年齢

家計費収支

３０歳未満

（１）

３０歳以上
４０歳未満
（２）

４０歳以上
５０歳未満
（３）

５０歳以上
６０歳未満
（４）

６０歳以上
７０歳未満
（５）

７０歳以上
８０歳未満
（６）

８０歳以上

（７）

合 計

（８）

１９９９年

都市部

－１０以下 ６ ３６ ５４ ２１ １７ １１ ２ １４７
－５以下－１０超え ５ ３４ ４３ ３４ ２２ ６ １ １４５
０以下－５超え ３３ １２８ ９８ ６４ ６０ ３９ １１ ４３３
０超え ５未満 ５３ １９７ １７６ １０９ ９１ ３３ １０ ６６９
５以上 １０未満 １８ ７５ ６８ ５９ ３４ １６ ３ ２７３
１０以上 １５未満 １０ ３４ ４７ １６ １９ １３ ０ １３９
１５以上 ２０未満 ７ １３ ２３ １８ １１ ５ ０ ７７
２０以上 ２５未満 １ １４ １４ １５ １２ ５ １ ６２
２５以上 ７ ２３ ３０ １４ １８ ４ ０ ９６

合 計 １４０ ５５４ ５５３ ３５０ ２８４ １３２ ２８ ２，０４１

農村部

－１０以下 １５ ３８ ４２ ３０ ３２ ２８ ４ １８９
－５以下－１０超え ９ ６７ ５３ ４８ ４１ ３１ １０ ２５９
０以下－５超え ７１ ２５１ ２１３ １４６ １４７ ６９ ２１ ９１８
０超え ５未満 １１２ ３７６ ４１１ ２５６ １８２ ８９ ２１ １４４７
５以上 １０未満 ２８ １１５ １０９ ９６ ４７ ２３ ９ ４２７
１０以上 １５未満 ２３ ５７ ５５ ４０ ３０ １３ ２ ２２０
１５以上 ２０未満 ２ ２３ ３４ １８ １４ ５ ２ ９８
２０以上 ２５未満 ６ ７ １７ １１ ９ ３ ０ ５３
２５以上 ３ １３ ２８ １０ １３ ７ １ ７５

合 計 ２６９ ９４７ ９６２ ６５５ ５１５ ２６８ ７０ ３，６８６

ジャワ島合計 ４０９ １，５０１ １，５１５ １，００５ ７９９ ４００ ９８ ５，７２７

２００２年

都市部

－１０以下 ３ １７ ２３ ８ １６ １４ ３ ８４
－５以下－１０超え ０ １５ １３ １０ ８ ６ ４ ５６
０以下－５超え ６ １９ ２６ １８ １９ ５ ３ ９６
０超え ５未満 ９ ５５ ６１ ３０ １８ ９ ２ １８４
５以上 １０未満 ７ ３４ ３２ ７ １６ ５ ０ １０１
１０以上 １５未満 ６ １５ １５ ４ ５ ２ ０ ４７
１５以上 ２０未満 ３ ８ １６ １１ ３ ５ ０ ４６
２０以上 ２５未満 １ ４ ６ ５ ４ ０ ０ ２０
２５以上 ９ ２４ ３５ ３９ １７ ６ １ １３１

合 計 ４４ １９１ ２２７ １３２ １０６ ５２ １３ ７６５

農村部

－１０以下 ９ ３８ ４６ ３８ ４６ ２６ １１ ２１４
－５以下－１０超え ９ ３７ ５４ ４５ ３２ ２７ １０ ２１４
０以下－５超え ２４ １２８ １６６ ９７ ９０ ５０ １１ ５６６
０超え ５未満 ５４ ２１１ １８９ １５０ １０５ ４４ １０ ７６３
５以上 １０未満 ２１ ８２ １０１ ５８ ４２ ２１ ９ ３３４
１０以上 １５未満 １２ ３７ ４８ ３４ １４ ４ ３ １５２
１５以上 ２０未満 ６ ２１ １５ １３ １８ ３ ０ ７６
２０以上 ２５未満 ３ ２３ １７ １２ ８ ３ １ ６７
２５以上 ７ ３８ ４２ ３４ ２８ ４ １ １５４

合 計 １４５ ６１５ ６７８ ４８１ ３８３ １８２ ５６ ２，５４０

ジャワ島合計 １８９ ８０６ ９０５ ６１３ ４８９ ２３４ ６９ ３，３０５

（資料）１９９９年 SESUNAS個別結果表と２００２年 SESUNAS個別結果表より計算。
（注） 表側の数値の単位は，１万ルピアである。
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世帯主特性として，世帯主年齢と世帯主最終学歴と世帯主の業種とを取り上

げた。世帯主年齢と家計収支との相関係数は，表２と表３とから類推できるよ

うに，小さな値となっており，両者の間に相関がほとんどないといえる。

世帯主最終学歴と家計収支との関係を把握するために，世帯主最終学歴をダ

ミー変数として把握し，家計収支との相関係数を計測した。貧困家計において，

表４ 家計費収支とその説明変数との相関係数（２００２年，ジャワ島）

全 家 計 貧 困 家 計
都市部
（１）

農村部
（２）

計
（３）

都市部
（４）

農村部
（５）

計
（６）

家計所得 ０．７４５ ０．５４８ ０．７２４ ０．８７６ ０．８１２ ０．８４８
消費支出総額 ０．２７８ －０．４７０ ０．２２９ －０．０４８ －０．０２２ ０．００２
食料費 ０．２３０ ０．０９０ ０．２２３ －０．０９８ －０．０４３ －０．０４１
世帯員数 ０．０９０ ０．０３１ ０．０７９ ０．０７２ ０．０５６ ０．０７８
黒字家計のみ ０．０９９ ０．０８４ ０．１０１ ０．１１７ ０．１１６ ０．１３５
赤字家計のみ －０．０７４ －０．０４９ －０．０６７ －０．３３２ －０．１１９ －０．２５３
世帯主年齢 ０．００３ ０．０５１ －０．０１５ ０．０４７ －０．０５０ －０．０４７
世帯主学歴ダミー
無教育 －０．０３６ －０．０４８ －０．０４５ －０．０７３ －０．１０１ －０．０９１
小学校中退 －０．０４０ －０．０２５ －０．０４３ －０．０７５ ０．０２８ －０．０１５
小学校卒業 －０．０４４ －０．００６ －０．０４１ －０．００５ ０．０３７ ０．０１５
中学校卒業 －０．０１５ ０．００９ －０．００２ ０．００３ ０．０００ ０．０１７
高等学校卒業 ０．００４ ０．０５５ ０．０２８ ０．１１５ －０．０１５ ０．０７１
職業高等学校卒業 －０．００５ ０．０１７ ０．００７ ０．１３１ ０．００４ ０．０９７
ディプロマ１＆２ ０．０１２ ０．０８３ ０．０２６
ディプロマ３ ０．０３８ ０．０７５ ０．０４８ ０．１８４ ０．１５１
ディプロマ４ ０．１３６ ０．０７７ ０．１３８ ０．００９ ０．５３１ ０．２１１
修士・博士課程 ０．０７０ －０．００５ ０．０６８ ０．２３４ ０．１８９
世帯主業種
無職 －０．１１１ －０．０９２ －０．０９４ －０．１００ －０．１１４ －０．０９２
農林水産業 －０．０３６ －０．０６４ －０．０６６ －０．０７３ －０．０６２ －０．１０１
鉱業 ０．０１２ ０．０００ ０．００８ －０．０１１ －０．０１３ －０．００４
製造業 ０．０３０ ０．０２１ ０．０３６ －０．０１２ ０．０１２ ０．０１３
電気・ガス・水道業 ０．００４ ０．００５ ０．００６
建設業 －０．００１ ０．０１８ ０．００３ ０．０６３ ０．０５３ ０．０６８
商業 ０．０５９ ０．０５３ ０．０６６ ０．１０１ ０．０７６ ０．１０６
運輸・通信業 －０．０１１ ０．０１９ ０．０００ ０．０１９ ０．０４９ ０．０５０
金融・不動産業 ０．０２８ ０．０２６ ０．０３４ ０．０４７ ０．０２７
ビジネスサービス業 ０．０２８ ０．０２２ ０．０３２ －０．００６ －０．００６ ０．００３
政府 ０．０１３ ０．０６３ ０．０２７ －０．００６ ０．１２５ ０．０６３
その他サービス業 ０．０１３ ０．０７９ ０．０３２ －０．０２６ ０．０９７ ０．０４４
地域ダミー
ジャカルタ特別州 ０．１０２ ０．１１８ －０．０１３ ０．０４１
西ジャワ州 －０．０２３ ０．０１９ －０．０１７ ０．０８３ ０．０３３ ０．０５０
中部ジャワ州 ０．０３５ －０．０１０ －０．０３３ －０．０２９ －０．０４０ －０．０４１
ジョクジャカルタ特別州 －０．０３０ －０．００１ －０．０２２ －０．０１６ －０．０５９ －０．０３８
東ジャワ州 －０．０４２ －０．０１２ －０．０４１ －０．０１４ ０．０５４ ０．０１２

（資料）２００２年 SESUNAS個別結果表より計算。
（注） 空白部分は，該当するサンプルが存在しなかった変数である。
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世帯主最終学歴の高学歴と家計収支との間に，若干の相関が観察される。世帯

主業種を，同様に，ダミー変数で表した場合，無職と家計収支との間に，わず

かの負の相関を示すといえる。それ以外の業種と家計収支との間に，ほとんど

相関が観察されないといえる。

各州をダミー変数で表した場合，州と家計収支との間に，ほとんど相関が観

察されないといえる。

以上の観察結果を基に，２００２年における消費支出総額と食料費との年齢別平

均値を，全家計および貧困家計の家計費黒字家計と家計費赤字家計とについて

描いたのが，図３から図６である。

図３によれば，全家計における家計費黒字家計の消費支出総額と家計費赤字

家計の消費支出総額とは，各年齢ともに近似的水準で推移している点が観察さ

れる。図４の貧困家計の場合においても，同様の点が観察される。食料費につ

いて描かれた図５と図６との場合においても同様の点が観察される。図３から

図６はジャワ島全体について描いたものであるが，都市部と農村部に分割した

場合においても，また，１９９９年の各々の場合においても，同様の点が観察され

た。

以上の図表の観察結果より，家計の消費支出平滑化の要因として，以上にお

いて選んだ変数以外の社会的要因が働いていると考えられる。したがって，小

稿では，社会の構成員によるリスク・シェアリングの考え方に基づいた消費保

険仮説によって，家計の消費支出平滑化を説明できるかどうかの検証を試みる。

４．疑似パネルデータ

所得の変動に比べて消費支出総額の変動が小さくなる消費支出の平滑化が観

察される家計行動を説明する仮説として，恒常所得仮説，流動性制約仮説，予

備的動機仮説，および消費保険仮説等が存在する。これら家計行動の動的側面

を分析するために，各家計のサンプルの時系列変化を把握したパネルデータの

利用が有効である。

しかし，小稿において利用する１９９９年スサナスと２００２年スサナスとの個々の
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サンプルは，２時点間の同一家計サンプルの時系列となっていない。したがっ

て，これら２時点のクロスセクションデータを，パネルデータに代替しうる工

夫が必要である。小稿において，１９９９年スサナスと２００２年スサナスとの個々の

家計サンプルを世帯主の年齢別に集計，平均し，１９９９年における世帯主の年齢

の平均値が，２００２年の３歳年上の世帯主の平均値につながると考え，２時点の

スサナスのデータを取り扱う方法を考える。このようなデータの取り扱いは，

家計の世帯主の年齢別平均値からなるコーホートの時系列データをパネルデー

タと見なそうとするものであり，疑似パネルデータと呼ばれる。

擬似パネルデータは，Browning, Deaton and Irish（１９８５）によって提案され，

１９７０年から１９７６年に至るイギリスの家計費調査の個表を用いた実証分析に用い

られた。その後，多くの擬似パネルデータを用いた研究が発表されてきたが，

Deaton and Paxson（１９９４）と Attanasio and Weber（１９９５）との研究は擬似パネ

ルデータの有用性を確立した点で有名である。

小稿において作成した疑似パネルデータは，以下のとおりである。１９９９年と

２００２年とのスサナスの家計サンプルを，都市部と農村部別に，世帯主の年齢と

世帯主の最終学歴とをキー変数として，コーホートを作成した。この際，コー

ホート数を増加させ，疑似パネルデータのサンプル数を増加させるためには，

キー変数による集計範囲を小さくすれば良いことが解る。しかし，そうすると，

コーホートに含まれるサンプル数が減少し，得られた疑似パネルデータを用い

た推定結果が不安定になる。逆に，集計範囲を大きくすれば，コーホートに含

まれるサンプル数が増加するが，それを用いた推定結果に偏りをもたらすこと

が知られている。

小稿の場合，世帯主の最終学歴区分を（１）無教育と小学校中退，（２）小学校卒

業，（３）中学校卒業，および（４）高等学校卒業以上の４グループとした。また，

世帯主の年齢区分を２５歳以下と７１歳以上とをそれぞれ１グループとし，その間

を，１歳刻みとした場合と，３歳刻みとした場合とのコーホートを作成した。

１歳刻みとした場合の結果は，付表１と付表２とに示されるように，農村部に

おいて，多くのセルでサンプル数が１桁となり，サンプル数がゼロのセルも生

じることとなった。３歳刻みとした場合の結果は，表５に示される。農村部の
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高齢のセルでサンプル数が１桁となるセルが４個生じたが，この結果を用いて，

分析を進めることにした(10)。

貧困家計に限ったコーホート作成では，世帯主の最終学歴の区分範囲を大き

くしなければ，セル内のサンプル数を確保できないため，都市部の場合，（１）

無教育と小学校中退と，（２）小学校卒業以上とし，農村部の場合，（１）無教育，

（２）小学校中退，および（３）小学校卒業以上とした。作成されたコーホートの各

セル内のサンプル数は，表６に示されるとおりである。表６によれば，若干の

表５ 世帯主年齢別学歴別サンプル数（１９９９年，２００２年，ジャワ島）

都 市 部 農 村 部

小学校
中退以下
（１）

小学校卒

（２）

中学校卒

（３）

高等学校
卒以上
（４）

合 計

（５）

小学校
中退以下
（６）

小学校卒

（７）

中学校卒

（８）

高等学校
卒以上
（９）

合 計

（１０）

１９９９年

２５歳以下 ３０ １５６ １６６ ４０３ ７５５ ９４ ３０８ ６８ ６０ ５３０
２６－２８歳 ２８ １３１ １４８ ３１０ ６１７ ９０ ３７８ １０７ ７６ ６５１
２９－３１歳 ５７ １９６ １７５ ４６８ ８９６ ２０６ ４９９ １３７ １６０ １，００２
３２－３４歳 ７１ ２０９ １５０ ４３６ ８６６ ３１２ ５０７ １２１ １８４ １，１２４
３５－３７歳 １５９ ２９８ １６６ ４５６ １，０７９ ４３１ ６２７ １２１ １８７ １，３６６
３８－４０歳 １９４ ３５０ １９９ ４３１ １，１７４ ４８３ ５７４ １００ １６６ １，３２３
４１－４３歳 １６５ ２８７ １８２ ３２６ ９６０ ５１１ ５１４ ９８ ９６ １，２１９
４４－４６歳 １８３ ２７５ １８７ ３３９ ９８４ ５３１ ４６１ ９６ １１１ １，１９９
４７－４９歳 １２８ ２３０ １１９ ２８９ ７６６ ４１４ ３６７ ６６ ７４ ９２１
５０－５２歳 １９０ ２２３ １３５ ２９９ ８４７ ５７０ ３６４ ４６ ６０ １，０４０
５３－５５歳 １６６ ２０２ １０１ １８５ ６５４ ４９７ ３００ ４７ ４３ ８８７
５６－５８歳 １７１ １７１ １０３ １７１ ６１６ ５５５ ２６８ ４１ ３８ ９０２
５９－６１歳 ２３１ １９０ ７２ １３１ ６２４ ５７５ １７５ ３１ ３２ ８１３
６２－６４歳 ２１０ ９８ ４４ ８５ ４３７ ５９９ １３０ １４ ２４ ７６７
６５－６７歳 ２１６ １１３ ４５ ７６ ４５０ ５２７ １０７ ９ １１ ６５４
６８－７０歳 ２１１ ９９ ４１ ４６ ３９７ ４５７ ８４ ６ ７ ５５４
７１歳以上 ３６７ １７９ ４６ ５９ ６５１ ９６２ １５３ １２ ９ １，１３６

合 計 ２，７７７ ３，４０７ ２，０７９ ４，５１０ １２，７７３ ７，８１４ ５，８１６ １，１２０ １，３３８ １６，０８８

２００２年

２５歳以下 ３３ １６５ １９８ ６１０ １，００６ ７７ ２５８ １００ ４４ ４７９
２６－２８歳 ２９ １９４ １６７ ４４０ ８３０ ７１ ３２５ ９２ ６５ ５５３
２９－３１歳 ５７ ２６８ ２５７ ６５６ １，２３８ １４５ ４５７ １２９ １２２ ８５３
３２－３４歳 ７０ ２４４ ２２５ ７４５ １，２８４ １９３ ４８０ １６６ １４２ ９８１
３５－３７歳 １５６ ３６９ ２８６ ７７９ １，５９０ ３０１ ５８６ １３６ １５０ １，１７３
３８－４０歳 １８７ ３８４ ２１９ ７３９ １，５２９ ３３５ ４９６ ９９ １２５ １，０５５
４１－４３歳 ２５６ ３９６ ２２９ ６１３ １，４９４ ４３７ ４９３ １００ １１０ １，１４０
４４－４６歳 ２３９ ３５３ ２１３ ５０３ １，３０８ ４０１ ４２８ ６９ ７２ ９７０
４７－４９歳 １８１ ３１０ １９２ ４９１ １，１７４ ３９２ ３６９ ６７ ５２ ８８０
５０－５２歳 ２５４ ３５８ ２１８ ４４３ １，２７３ ４７４ ４２１ ６２ ６１ １，０１８
５３－５５歳 ２１３ ２５５ １３６ ２９７ ９０１ ４０８ ２４８ ３１ ３３ ７２０
５６－５８歳 １７１ ２０８ １００ ２１６ ６９５ ４２４ ２１９ ２７ ２７ ６９７
５９－６１歳 ２７８ ２１９ １２８ ２０５ ８３０ ４９８ １９６ ２２ ２８ ７４４
６２－６４歳 ２４７ １６７ ９２ １５２ ６５８ ５２４ １４８ ２３ ２０ ７１５
６５－６７歳 ２７４ １３５ ５５ １１７ ５８１ ４５４ ９９ １２ １９ ５８４
６８－７０歳 ２１６ ９７ ３２ ６９ ４１４ ３７９ ６７ ６ １１ ４６３
７１歳以上 ５２０ ２０１ ７５ ８８ ８８４ ８５０ １３７ １１ ５ １，００３

合 計 ３，３８１ ４，３２３ ２，８２２ ７，１６３ １７，６８９ ６，３６３ ５，４２７ １，１５２ １，０８６ １４，０２８

（資料）１９９９年 SESUNAS個別結果表と２００２年 SESUNAS個別結果表より計算。
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セルにおいて集計サンプル数が１桁となったが，これを分析に用いた。

以下の分析において，これら疑似パネルデータの１９９９年値は，消費者物価指

数によって，２００２年価格評価に変換されて，利用された(11)。

５．消費保険仮説の検証

消費平滑化を説明する仮説として，恒常所得仮説が有名である。これは，個々

表６ 貧困家計世帯主年齢別学歴別サンプル数（１９９９年，２００２年，ジャワ島）

都 市 部 農 村 部

小学校
中退以下
（１）

小学校
卒以上
（２）

合 計

（３）

無教育

（４）

小学校
中退
（５）

小学校
卒以上
（６）

合 計

（７）

１９９９年

２５歳以下 ３ ３９ ４２ ４ １８ ５５ ７７
２６－２８歳 １０ ６０ ７０ ６ ２３ １０８ １３７
２９－３１歳 １８ ８８ １０６ １４ ４４ １５０ ２０８
３２－３４歳 ２６ １１７ １４３ ３０ ７８ １７１ ２７９
３５－３７歳 ５７ １６５ ２２２ ３１ １００ ２１０ ３４１
３８－４０歳 ６８ １２４ １９２ ３３ ９９ １７３ ３０５
４１－４３歳 ６３ １１０ １７３ ６０ １２３ １３９ ３２２
４４－４６歳 ６６ １２０ １８６ ５７ １０２ １３２ ２９１
４７－４９歳 ４５ ６８ １１３ ４０ ８６ ９２ ２１８
５０－５２歳 ５９ ６０ １１９ ６４ ８５ ８４ ２３３
５３－５５歳 ４５ ５３ ９８ ５９ ６６ ５８ １８３
５６－５８歳 ６１ ４３ １０４ ７６ ６５ ５７ １９８
５９－６１歳 ７１ ３９ １１０ ８８ ７０ ２６ １８４
６２－６４歳 ６４ ２０ ８４ ８３ ５０ ２４ １５７
６５－６７歳 ６０ ２８ ８８ ７１ ５７ １６ １４４
６８－７０歳 ５７ １４ ７１ ６９ ３８ １６ １２３
７１歳以上 ９８ ２２ １２０ １８９ ６７ ３０ ２８６

合 計 ８７１ １，１７０ ２，０４１ ９７４ １，１７１ １，５４１ ３，６８６

２００２年

２５歳以下 ２ １５ １７ １ １２ ４５ ５８
２６－２８歳 ６ １４ ２０ ３ ６ ５０ ５９
２９－３１歳 ４ ２９ ３３ １０ １８ ９４ １２２
３２－３４歳 ７ ３２ ３９ ８ ４２ １３８ １８８
３５－３７歳 ２５ ６１ ８６ ２０ ５９ １４４ ２２３
３８－４０歳 ２６ ５２ ７８ ２１ ６９ １１６ ２０６
４１－４３歳 ２４ ５１ ７５ ３５ ８４ １１３ ２３２
４４－４６歳 ２９ ３４ ６３ ３８ ６６ ９６ ２００
４７－４９歳 ２４ ２７ ５１ ３１ ４６ ７３ １５０
５０－５２歳 ２２ ３０ ５２ ５８ ７１ ７１ ２００
５３－５５歳 ２４ １９ ４３ ４８ ４０ ３５ １２３
５６－５８歳 １１ １３ ２４ ４７ ４２ ３５ １２４
５９－６１歳 ３３ １８ ５１ ５６ ５４ ３８ １４８
６２－６４歳 ２５ ２ ２７ ６３ ５１ ２１ １３５
６５－６７歳 ２３ ５ ２８ ５０ ３１ １４ ９５
６８－７０歳 ２０ ２ ２２ ４１ ２０ ５ ６６
７１歳以上 ４６ １０ ５６ １３８ ５３ ２０ ２１１

合 計 ３５１ ４１４ ７６５ ６６８ ７６４ １，１０８ ２，５４０

（資料）１９９９年 SESUNAS個別結果表と２００２年 SESUNAS個別結果表より計算。

－１０８－ ジャワ島家計の消費パターン

の家計が所得変化に対して主体的に対応することによって消費の平滑化を説明

するものである。これに対して，消費保険仮説は，個々の家計が所得変化に対

して主体的に対応するのでなく，ある社会的な力によって消費の平滑化を説明

するものである。

小稿における消費保険仮説の検証は，Mace（１９９１）の方法を用いた。彼女

の方法は，個人を家計に読み替えて，次式に示すように，t期における i番目

の家計の消費変動△Citを，t期の家計間の平均消費の変動部分△Catと t期にお

ける i番目の家計の所得変動△Yitとに回帰させ，

△Cit＝β0＋β1△Cat＋β2△Yit＋uit （１）

その回帰係数が，

β1＝１，かつ，β2＝０ （２）

が成立するかどうかによって検証をおこなうものである(12)。すなわち，（２）式

が成立すれば，消費保険仮説が成立する。なお，uitは確率誤差項である。（１）

式の推定に際し，消費を示す変数として，食料費および消費支出総額の２種類

が取り上げられた。そして，t期の家計間の平均消費の変動部分△Catとして，

t期の消費変動△Citのサンプル平均値が用いられた。また，疑似パネル作成時

のキー変数の一つである世帯主の最終学歴に対応したダミー変数と，家計規模

を示す変数として家族員数とが，説明変数に加えられた(13)。

まず，前節で作成した貧困家計の疑似パネルの総てのコーホートを用いて，

（１）式を推定した結果は，表７に示すとおりである(14)。

表７において，消費保険仮説の検定，すなわち，（２）式のβ1＝１，かつ，β2＝

０が成立するかどうかは，表の最後の行の F－値によっておこなわれる。通常

の検定方法は，帰無仮説が，否決されて対立仮説が採用されるという形でおこ

なわれるが，表７の F－値の対象は，帰無仮説に相当し，帰無仮説が否決でき

ないから，β1＝１，かつ，β2＝０が成立するという弱い形での検定方法となっ

ている。

表７の F－値とその p－値に注目し，有意水準を５％に置くと，都市部の場

合，食料費と消費支出総額ともに，F－値が小さく，かつ，p－値が大きく観

察され，都市部の貧困家計において，消費保険仮説が成立している点が読みと
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れる。対照的に，農村部の場合，食料費と消費支出総額ともに，F－値が大き

く，かつ，p－値が非常に小さく観察され，農村部の貧困家計において，消費

保険仮説が成立しない点が読みとれる。したがって，都市部の貧困家計の消費

平滑化の説明に消費保険仮説が妥当するといえる。しかし，農村部の貧困家計

の消費平滑化の説明には別の説明が必要であるといえる。

表８は，全家計の疑似パネルデータを用いて，貧困家計の場合と同様に，（１）

式の推定結果を示したものである(15)。表８の F－値とその p－値に注目し，有

意水準を５％に置くと，都市部の場合，食料費と消費支出総額ともに，F－値

が大きく，かつ，p－値が小さく観察され，全家計を対象とした場合，都市部

において，消費保険仮説が成立しない点が読みとれる。逆に，農村部の場合，

食料費と消費支出総額ともに，F－値が小さく，かつ，p－値が非常に大きく

観察され，全家計を対象とした場合，農村部において，消費保険仮説が成立す

る点が読みとれる。したがって，貧困家計の場合と対照的に，農村部の家計の

消費平滑化の説明に消費保険仮説が妥当するといえる。しかし，都市部の家計

表７ ジャワ島貧困家計に対する消費保険仮説の検証

被説明変数

説明変数

都 市 部 農 村 部

食料費
階差値
（１）

食料費
階差値
（２）

消費支出
総額階差値
（３）

消費支出
総額階差値
（４）

食料費
階差値
（５）

食料費
階差値
（６）

消費支出
総額階差値
（７）

消費支出
総額階差値
（８）

平均食料費階差値（β1） ０．６２７ ０．６３９ ０．６３４ ０．７２２
（２．１５５） （２．２７８） （３．９０７） （４．３１８）

平均消費支出総額階差値（β1） ０．７２９ ０．７０２ ０．４１１ ０．４５０
（３．１１７） （３．０７４） （２．９８６） （３．１７６）

所得階差値（β2） ０．１６２ ０．１２２ ０．２４４ ０．２６８ ０．２７１ ０．２２８ ０．４２０ ０．３７４
（２．１２５） （２．２２６） （２．２７２） （２．６６２） （５．９７２） （４．９５６） （６．２１１） （５．５７９）

家族員数 ０．６６２ ０．６５８ １．０６６ １．０９５ －０．３９９ －０．７８６ －０．９９７ －１．４２３
（０．５３９） （０．５４５） （０．４６４） （０．４８１） （－０．７６６） （－１．４７９） （－１．２７４） （－１．８２６）

世帯主学歴ダミー変数
小学校中退 －１．７７４ －２．０８３

（－０．７６６） （－２．３０４）
小学校卒業以上 －０．３５９ ２．２６５ －１．１０９ －１．５０６

（－０．２００） （０．６８９） （－１．８４６） （－１．６３９）
定数項 －３．１６６ －３．３１９ －７．９００ －７．０５６ ２．９９８ ３．６４０ ５．３１１ ６．０８２

（－０．５１６） （０．５５５） （－０．７０３） （－０．６３８） （１．３７２） （１．５６９） （１．５７１） （１．７５４）

決定係数 ０．４１７ ０．４３７ ０．５２６ ０．５３５ ０．６４６ ０．５８９ ０．５６６ ０．５３２
標本数 ３２ ３２ ３２ ３２ ４８ ４８ ４８ ４８

F－値 １．５１４ ２．４９２ １．７２０ ３．５４３ ８．９２３ １２．３００ １１．１４２ １８．３１７
（０．２２９） （０．１２６１） （０．２０１） （０．０７０） （０．００５） （０．００１） （０．００２） （０．０００）

（注）かっこ内の数値は t－値である。なお，F－値の下のかっこ内の数値は，p－値である。
仮説：β1＝１，かつβ2＝０対する検定は，F－値を用いておこなわれる。
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の消費平滑化の説明には別の説明が必要であるといえる。

表７と表８との検証結果を再確認すれば，貧困家計のみを取り上げた場合，

都市部貧困家計において消費保険仮説が成立し，農村部貧困家計においてそれ

が成立しなかった。しかし，貧困家計を含む農村部全家計において消費保険仮

説が成立し，都市部全家計においてそれが成立しなかった。換言すれば，都市

部において，貧困家計のみにおける所得ショックを和らげるシステムが存在し，

全家計を対象としたシステムが不十分である点を示しているといえる。また，

農村部において，貧困家計のみを対象とした所得ショックを和らげるシステム

が不十分であるが，農村部全体でみた場合，それが機能しているといえる。

以上の検証結果を，家計収支の側面より若干の考察を試みる。表９は，貧困

家計と全家計とについて，ジャワ島内のスサナス個別結果表を都市部と農村部

とに分割し，更に，所得より消費支出総額を控除した家計費収支の黒字家計と

赤字家計とに分割し，２００２年の場合について，所得外の受取と所得外の支出と

表８ ジャワ島全家計に対する消費保険仮説の検証

被説明変数

説明変数

都 市 部 農 村 部

食料費
階差値
（１）

食料費
階差値
（２）

消費支出
総額階差値
（３）

消費支出
総額階差値
（４）

食料費
階差値
（５）

食料費
階差値
（６）

消費支出
総額階差値
（７）

消費支出
総額階差値
（８）

平均食料費階差値（β1） ０．４７０ ０．５２６ ０．９２９ ０．９３７
（４．００２） （４．４５５） （５．３５７） （５．４８９）

平均消費支出総額階差値（β1） ０．５２７ ０．５２０ ０．７２８ ０．７２２
（２．６５６） （２．５９８） （３．４７５） （３．４７７）

所得階差値（β2） ０．１４４ ０．１３７ １．２７５ １．２５３ ０．０１４ ０．０１２ ０．１４４ ０．１３９
（９．３６４） （８．８６１） （５．６５７） （５．５２７） （０．６７５） （０．６０１） （２．４８５） （２．４６６）

家族員数 －１．３２５ －１２．８１１ －０．２７３ －０．９２８
（－２．１３０） （－１．３９５） （－０．３５２） （－０．４３１）

世帯主学歴ダミー変数
小学校中退 ２．７０６ ２．４１３ ３．４５３ ０．４４０ １．６６８ １．６１７ ３．０３２ ２．８４７

（２．４９２） （２．１７５） （０．２１０） （０．０２７） （１．６４５） （１．６２３） （１．０６６） （１．０２０）
小学校卒業以上 ２．５３２ ２．２４６ －８．１６４ －１１．７９５ １．３０８ １．２２４ １．９２３ １．５６７

（２．２１９） （１．９２４） （－０．４７１） （－０．６８３） （１．２５９） （１．２２０） （０．６６４） （０．５８９）
高等学校卒業以上 １．９６６ １．９５１ －７３．５４８ －７５．７８２ ５．４０９ ５．３５９ ６．７２０ ６．５２０

（１．４２０） （１．３６８） （－３．５１８） （－３．６０６） （５．２２１） （５．２６２） （２．３０９） （２．２８５）
定数項 ５．２８７ －０．４４７ ３８．０４６ －１１．３４０ －０．７５３ －１．７８３ １．４９６ －１．８５６

（１．７１８） （－０．２９０） （１．０１９） （－０．９５０） （－０．２４２） （－１．６８９） （０．１８５） （－０．８５５）

決定係数 ０．８１１ ０．８００ ０．４８９ ０．４８０ ０．５４５ ０．５５２ ０．４０３ ０．４１３
標本数 ６４ ６４ ６４ ６４ ６４ ６４ ６４ ６４

F－値 １７．５３７ １９．６３１ ６．４０１ ７．６３８ ０．０９１ ０．０９１ １．２３５ １．５２０
（０．０００） （０．０００） （０．０１４） （０．００８） （０．７６４） （０．７６４） （０．２７１） （０．２２６）

（注）かっこ内の数値は t－値である。なお，F－値の下のかっこ内の数値は，p－値である。
仮説：β1＝１，かつβ2＝０対する検定は，F－値を用いておこなわれる。
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の各項目をサンプル平均値として示したものである(16)。なお，表９における固

定資産の売買には，金や宝石の売買を含んでいる。また，移転項目には，公的

な制度によるものから，私的で在来的なものまで総ての移転を含んでいる。同

様に，金融受取とその支出とは，近代的金融機関によるものから伝統的組織に

よるインホーマルなものまで総て含んでいる。表９の下段の家計費収支と，所

得外受取から所得外支出を控除した消費外収支とを比較すれば，４種類の赤字

家計は，家計費赤字を消費外収支によってうまく賄っている点を読み取ること

ができる。しかし，４種類の黒字家計における家計費黒字額から消費外収支控

除したときの剰余金の使途は明らかでない(17)。次に貧困赤字家計に注目すれば，

農村部赤字家計の家計赤字額は，都市部のそれの約６割であるが，中段の最後

の列に示されるように，農村部赤字家計の所得外支出は，都市部のそれより若

干大きな数値となるために，移転および金融受取額で賄えなく，上段の（１）列

目に示されるように固定資産の売却額によって，赤字額の一部を賄わざるを得

なかったといえる。この点が，貧困家計のみで見た場合，農村部における消費

保険仮説の不成立の１要因といえるかもしれない。これに反して，固定資産の

売却と購入とが小さい都市部赤字家計にとって，赤字額を移転収支と金融収支

とで賄える制度の存在が，都市部における消費保険仮説の成立の１要因といえ

るかもしれない。全家計に視点を移せば，農村部赤字家計の家計赤字額は，都

市部のそれの約４割に過ぎないが，農村部赤字家計の消費外収支の各項目額は，

都市部のそれの５割を超える項目が多く，農村部内における互助組織の存在を

想像させる。この点が，農村部における消費保険仮説の成立の１要因といえる

かもしれない。

しかし，これら表９の観察結果では，表７と表８との消費保険の検証結果の

説明として，不十分である。次に，消費保険の検証結果を支持する事例を文献

によって示すことにしよう。

近代的社会保障システムにおける所得の再配分と同様の機能が，モーラル・

エコノミー社会(18)において，貨幣や財貨の個人間移転によって達成されるとい

う仮説が存在する。すなわち，モーラル・エコノミー社会において，貧困者，

疾病者，高齢者や失業者といった社会的弱者グループに，他のグループから移
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表９ 貧困家計と全家計との家計収支（２００２年，ジャワ島）
（単位：万ルピア／月）

固定資産
売却
（１）

移転受取

（２）

金融受取

（３）

所得外
受取計
（４）

貧困家計

都市部
黒字家計 ０．１９ １．６６ ０．９６ ２．８１
赤字家計 ０．１１ ９．３２ ３．５５ １２．９７

農村部
黒字家計 ０．４２ １．３６ ０．８０ ２．５７
赤字家計 ０．２９ ６．６９ ２．２９ ９．２６

全 家 計

都市部
黒字家計 １．３０ ４．３９ ５．６３ １１．３２
赤字家計 ０．８３ ３２．２５ １５．２９ ４８．３６

農村部
黒字家計 １．６６ ２．３８ ２．８６ ６．９０
赤字家計 １．０４ １３．６０ ８．３５ ２２．９９

固定資産
購入
（５）

移転支出

（６）

金融支出

（７）

所得外
支出計
（８）

貧困家計

都市部
黒字家計 ２．６９ １．７３ ４．００ ８．４２
赤字家計 ０．０１ ０．７８ ０．９６ １．７５

農村部
黒字家計 ０．５５ １．３１ １．４７ ３．３２
赤字家計 ０．０４ １．０９ ０．７３ １．８６

全 家 計

都市部
黒字家計 ０．３６ ７．０９ ２３．８９ ３１．３４
赤字家計 ０．２１ ２．７８ ６．４１ ９．４０

農村部
黒字家計 ０．５７ ３．１３ ５．３３ ９．０３
赤字家計 ０．４１ ２．４８ ２．９４ ５．８３

所 得

（９）

消費支出
総額
（１０）

家計費
収支
（１１）

消費外
収支
（１２）

貧困家計

都市部
黒字家計 ７２．３２ ４５．６６ ２６．６７ －５．６１
赤字家計 ３５．０４ ４６．１６ －１１．１２ １１．２３

農村部
黒字家計 ４７．５３ ３６．１５ １１．３８ －０．７５
赤字家計 ２８．８５ ３５．５５ －６．７０ ７．４０

全 家 計

都市部
黒字家計 １８５．５８ １２８．７７ ５６．８２ －２０．０２
赤字家計 ８６．９５ １２２．５０ －３５．５５ ３８．９６

農村部
黒字家計 ７４．１９ ５４．５２ １９．６７ －２．１２
赤字家計 ４１．５５ ５６．３２ －１４．７７ １７．１６

（資料）２００２年 SESUNAS個別結果表より計算。
（注） 丸めの誤差のため，合計は一致するとは限らない。消費外収支は，所得外

受取から所得外支出を控除した額である。

ジャワ島家計の消費パターン －１１３－



転がおこなわれる私的社会保障システムが存在するというものである。そして，

それは，未発展な経済において存在し，経済発展と共に公的社会保障システム

が確立していくために，消滅していくと考えられる。ジャワ島やインドネシア

におけるこのような機能の存在について Geertz（１９６３），Scott（１９７６），Collier

（１９８１），Hart（１９８６），Raut and Tran（１９９７）（２００５），Ravallion and Dearden（１

９８８），Park（２００３）や Takasino（２００６）等が論じている。

Ravallion and Dearden（１９８８）は，ジョクジャカルタ特別州における１９８１年

スサナスの個別サンプルと，計量経済学の手法とを用いて，この仮説の検証を

試みた。その結果は，農村部においてこの仮説が成立し，対照的に，都市部に

おいて，失業を除いて，十分成立しない点を示した。彼等の検証の結果は，公

的社会保障システムの未整備な農村部の状況と，その整備が農村部より進んで

いる都市部の状況とに良く対応しているといえる。したがって，モーラル・エ

コノミー社会における社会保障システム仮説は，小稿における消費保険仮説の

検証結果，すなわち，全家計を対象とした場合，消費保険仮説が農村部で成立

し，都市部で成立しない点と，貧困家計のみを対象とした場合，それが都市部

で成立し，農村部で成立しない点とを，良く支持しているといえる。

開発途上国におけるインホーマルな小規模金融組織である回転型貯蓄信用

講(19)（Rotating Savings and Credit Associations, ROSCAsと略称される）の１種

である「arisan」と呼ばれる講が，インドネシア農村部において機能しており(20)，

また，ROSCAsは，経済の発展と共に，組織の拡大によって近代的な金融組織

として発展していく場合と，在来的なタイプが消滅していく場合とが一般的で

あることから，「arisan」も同様の変化を想像することができる。したがって，

「arisan」がインドネシア農村部において機能している点は，小稿における消

費保険仮説の検証結果，すなわち，全家計を対象とした場合，消費保険仮説が

農村部で成立し，かつ都市部で成立しない点を支持しているといえる。

１９８７年に，インドネシア都市部貧困層の最下位１０％が病院や医療施設の利用

を通じて受け取った補助金は農村部のそれらの２倍に及んでいることを，van

de Walle（１９９４）は指摘している。この状況が，２００２年まで続いているとすれ

ば，都市部貧困家庭に対する公的な援助システムが，農村部のそれより十分に
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機能しているといえ，van de Walle（１９９４）の研究は，小稿における消費保険

仮説の検証結果，すなわち，都市部貧困家計に消費保険仮説が妥当し，農村部

貧困家庭にそれが否定された小稿の結果を支持しているといえる。

Miguel等（２００６）は，インドネシアの工業化によって，インホーマルでか

つ相互扶助的なネットワークが減少した点を数量的に示している。彼等の結果

も，小稿における消費保険仮説の検証結果，すなわち，全家計を対象とした場

合，消費保険仮説が農村部で成立し，かつ都市部で成立しない点を支持してい

るといえる。

以上の文献事例は，小稿におけるインドネシア家計の消費行動に対する消費

保険仮説の検証結果をよく支持しているといえる。

６．むすび

１９９９年調査と２００２年調査との家計費調査スサナスを用いて，ジャワ島内全家

計と貧困家計との消費行動を，消費保険仮説によって説明できるかどうか検討

を試みた。

使用したデータは，１９９９年と２００２年とにおけるインドネシアの家計調査スサ

ナスのジャワ島部分における個別サンプルである。それぞれの年におけるコア

部分の家計サンプルとモジュール部分の家計サンプルとを照合した全家計サン

プルと，各州の都市部と農村部との各貧困ライン以下の家計サンプルを抽出し

た貧困家計サンプルとが分析に用いられた。

世帯主年齢別家計所得平均値と消費支出額平均値とから描き出された全家計

および貧困家計の所得と消費とのプロファイルを作成した。これらによれば，

所得変動に比べて消費支出変動の平滑化が観察された。家計，特に，貧困家計

における家計費の配分において，最大の関心事は，稼得所得で消費支出を賄え

るかどうか，すなわち，家計収支である。

家計収支と消費支出の平滑化との関係を探るべく，それぞれの年における家

計費収支と世帯主年齢との相関表の観察によれば，両者の間に相関がなく，都

市部と農村部ともに大差なく，家計収支黒字家計と家計収支赤字家計とが，各
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世帯主年齢の階級に分布していることが観察された。家計収支と関係あると考

えられる種々の変数を選択し，相関係数を計測した。その結果，所得が家計費

収支と相関していることが確認された。しかし，所得の関数である消費支出総

額と家計費収支との十分な相関を確認できなかった。同様に，食料費と家計費

収支との十分な相関も確認できなかった。世帯主最終学歴，および，世帯主業

種と家計費収支との間の十分な相関も確認できなかった。

家計収支黒字家計と赤字家計との世帯主年齢別消費支出額および食料費のプ

ロファイルを描くと，全家計の場合および貧困家計の場合共に，家計収支黒字

家計と赤字家計とのプロファイルが近似的なものとなった。

記述統計の観察結果は，全家計および貧困家計の消費支出の平滑化に，社会

的要因が関与している点を示唆するものであった。そこで，構成員によるリス

ク・シェアリングの考え方に基づいた消費保険仮説によって，全家計と貧困家

計との消費支出平滑化を説明できるかどうかの検証を試みた。

消費保険仮説の検証は，Maceの方法を用いた。その方法は，家計の消費変

動を，家計の平均消費変動と家計の所得変動とに回帰させ，その係数の推定結

果より検証するものである。

スサナスの調査は１時点のものであり，変動部分が存在しない。そこで，世

帯主年齢と世帯主最終学歴とをキー変数としたコーホートを作成した。そして，

１９９９年のコーホートが２００２年のコーホートにつながると仮定した疑似パネル

データを作成し，検証に必要なデータを作成した。

検証の対象を貧困家計とした場合，消費保険仮説は，都市部において受容さ

れたが，農村部において否定された。また，検証の対象を全家計とした場合，

貧困家計の場合と対照的に，消費保険仮説は，農村部において受容されたが，

都市部において否定された。したがって，都市部の貧困家計の消費支出平滑化

と農村部の全家計の消費支出平滑化とを消費保険仮説で説明できると結論でき

た。

これらの検証結果は，文献による事例研究から支持される点が明らかにされ

た。すなわち，一つは，公的社会保障システムが未整備なインドネシア農村部

において，社会的弱者グループにその他グループから移転がおこなわれる私的
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社会保障システムが機能しており，都市部において公的社会保障システムが農

村部に比べてより機能している点である。

全家計を対象とした場合，農村部において消費保険仮説が受容されるという

結果は，インドネシア農業部門の過剰就業の状況を数量的に示した筆者の別稿

（１９８３，２０００，２００４，２００５）を支持するものである。

小稿に残された課題は，全家計を対象とした場合，都市部の家計における消

費平滑化を説明する別の仮説を見いだすことである。また，小稿の検証におい

て，作成した総てのコーホートを使用した。しかし，分析に使用するコーホー

トを変更した場合の検証結果を検討する必要があろう。５９－６１歳のコーホート

まで使用した推定結果を付表３と付表４とに示したが，これらの推定結果がよ

り安定的となっている。加えて，小稿の場合，１９９９年と２００２年とのスサナスを

用いて疑似パネルデータを作成したが，所得の調査がおこなわれた１９９３年と

１９９６年とのスサナスを加えた疑似パネルデータを用いた場合においても，小稿

において得られた同一の検証結果を得られるかどうかの検証も必要であろう(21)。

最後に，真性パネルデータを用いた消費保険仮説を検証した結果と，小稿の結

果と比較することが，興味ある今後の課題である。

注

＊：小稿は，国際東アジア研究センターの「インドネシアと中国における農村・都市
間格差と地方分権化研究プロジェクト」における筆者の分担部分の成果の一部であ
る。研究の機会を与えられたセンター主席研究員本台進氏，およびプロジェクト参
加メンバーの方々からのコメントに感謝の意を表す次第である。また，インドネシ
アのモーラル・エコノミーや講「arisan」に関する文献情報を教示下さった神戸大学
国際協力研究科の高篠仁奈氏に感謝の意を表す次第である。しかし，小稿に含まれ
る誤りは，総て筆者の責任であることはいうまでもない。なお，小稿における記述
統計の計算，および回帰計算は，SAS（Statistical Analysis System）ソフトウェアを用
いておこなわれた。

(1) 定義の引用は，清水谷（2003）によった。
(2) BPS（2003a, pp.1‐17）による。
(3) BPS（2003a, pp.i‐xxvii）による。また，RANDのウエブサイトから各年のスサナス
の調査表と調査に関する詳細なマニュアルとをダウンロードできる。

(4) 貧困ラインの水準は，毎年，一人当たり消費支出額を用いて，州別に都市部と農
村部とに分けて設定されている。1999年と2002年との各州の都市部と農村部とに
おける貧困ラインの水準は，BPS（2002, Tabel 12.6, Tabel 12.7, pp.583‐584.）より
採った。
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(5) 世帯と人口とは異なるが，2002年におけるインドネシア全体の貧困ライン以下の
人口分布は，都市部に34.6％，農村部に65.4％分布している。農村部と都市部との
貧困家計の世帯員数が同数と仮定すれば，2002年の分析に用いるサンプルは，農
村部に偏りを持っているかもしれない。人口分布の数値は BPS（2002, Tabel 12.1B,
p.578）によった。

(6) 世帯と人口とは異なるが，2002年におけるジャワ島内の貧困ライン以下の人口分
布は，ジャカルタ特別州が1.4％，西ジャワ州が23.7％，中部ジャワ州が35.0％，ジョ
クジャカルタ特別州が3.0％，および東ジャワ州が36.9％となっている。各州の貧
困家計の世帯員数が同数と仮定すれば，分析に用いる2002年のサンプルは，地域
的にうまく分布しているといえる。人口分布の数値は BPS（2002, Tabel 12.5, p.582）
より計算した。

(7) その他所得に，持ち家の見積もり家賃が含まれる。移転所得は，この所得に含ま
れない。

(8) 横軸の左端は，25歳以下を示し，右端は，71歳以上を示す。以下の図も同じであ
る。

(9) 2002年全家計の場合，都市部の30歳未満のクラスを除いて，マイナス10万ルピア
超えゼロ以下クラスと，ゼロ超え10万ルピア未満クラスとにサンプルが集中して
いる点が観察される。

(10) 高木（1997）によれば，3歳刻みと1歳刻みとによるコーホートを用いた消費保険
仮説の検証は，3歳刻みのコーホートを用いた結果の方が安定していることを示し
ている。小稿の場合も高木に習った。

(11) BPS（2002）に掲載された1996年基準の消費者物価指数の総合指数と食料費指数と
を用い，これら二指数について，2002年を1とした場合の1999年の指数を作成し，
1999年の食料費は，食料費指数を，また，1999年の所得と消費支出総額とは，総
合指数を用い，2002年価格評価に変換された。

(12) Mace（1991）によれば，（1）式の定式化は，次のようにしてなされた。共通の情報
の下で生じる事象の確率を仮定し，個人の効用関数が，それぞれの事象に対する
消費と効用のショックとからなると仮定し，個人の生涯の期待効用を定義する。
個人の受け取る消費財賦存量と全体の消費財賦存量とを定義する。社会の計画者
は，各期における消費総計と全体の消費財賦存量とが等しいという制約の下に，
各個人に与えたウエイトで加重合計した生涯効用を最大化するように，消費財を
配分する社会を想定する。具体的に効用関数を指数関数として定式化し，一階の
階差をとることによって，（1）式が誘導される。この際，個人の受ける効用への純
ショックの変化が所得変化で代用されている。

(13) 表4の観察結果からこれらの変数が加えられた。
(14) 作成された疑似パネルの個々のサンプルは，作成の過程より明らかなように，分
散を有しており，（1）式の推定に，変量誤差モデルに対応した推定がなされるべき
である。しかし，今回は，単純最小自乗法が用いられた。また，（1）式の推定時に，
都市部貧困家計に対して，世帯主の最終学歴として無教育と小学校中退とを基準
として，小学校卒業以上のサンプルに対して，ダミー変数が導入され，農村部貧
困家計に対して，世帯主の最終学歴として無教育を基準として，小学校中退サン
プルと小学校卒業以上のサンプルとに対して，ダミー変数が導入された。

(15)（1）式の推定時に，貧困家計の場合と同様に，作成した総てのコーホートを利用し
た。また，世帯主の最終学歴として無教育と小学校中退とを基準として，小学校
卒業，中学校卒業，および高等学校卒業以上のサンプルに対して，それぞれダミー
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変数が導入された。
(16) 各分類のサンプル数は，都市部貧困黒字家計：529，都市部貧困赤字家計：236，

農村部貧困黒字家計：1,546，農村部貧困赤字家計：994，都市部全黒字家計：11,337，
都市部全赤字家計：6,352，農村部全黒字家計：8,416，および農村部全赤字家計：
5,612である。

(17) 調査の不備か，黒字家計が質問に正確に答えていないのか不明である。
(18) Scott（1976）の訳者である高橋（1999）は，“Moral Economy”の訳語として，「モー
ラル・エコノミー」を使用している。小稿においてもこれに習った。

(19) 泉田（2003）による訳語である。
(20) 「arisan」の存在とその機能については，Geertz（1962），Hospes（1992），Bouman

and Moll（1992），Seibel（1992），Varadharajan（2004），Takashino（2005）等，多
くの著作で論じられてきた。「arisan」にはいろいろな種類があるので，「arisan」の
存在と機能との理解のために，泉田（2003, pp.90‐91）の ROSCAsについての次の
まとめが有効である。すなわち，ROSCAsは，定期的に一定の参加者が集まり，掛
け金を支払い，満会になるまでに1度だけ給付を受ける組織であり，在来的な社会
関係の中で発生し，限られたグループ内で，貯蓄と借入とを連結しながら，相互
扶助的な共同行為の結果として，構成員の利益を増加させんとする組織である。
貧困家計に対する互助的な少額金融組織として機能すると考えられてきた「arisan」
に対して，Varadharajan（2004）の研究結果は否定的である。しかし，Takashino（2005）
によるジョクジャカルタ特別州農村部における4か村の調査によれば，「arisan」の
落札者の平均所得は低く，120サンプル中69サンプルが落札した貨幣を日々の消費
財購入に使用しており，「arisan」は貧困家計を含む農村部全体で機能しているとい
える。

(21) 当初，1996年調査のスサナスのサンプルを加える予定であったが，東ジャワ州の
モジュールにおける所得部分のデータ総てが整合的でなかったために，1996年の
スサナス使用を残念した。
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付表１ 世帯主年齢別学歴別サンプル数（１９９９年，ジャワ島）

都 市 部 農 村 部

小学校
中退以下
（１）

小学校卒

（２）

中学校卒

（３）

高等学校
卒以上
（４）

合 計

（５）

小学校
中退以下
（６）

小学校卒

（７）

中学校卒

（８）

高等学校
卒以上
（９）

合 計

（１０）

２５歳以下 ３０ １５６ １６６ ４０３ ７５５ ９４ ３０８ ６８ ６０ ５３０
２６歳 １３ ３６ ３９ ８４ １７２ １８ １０７ ３３ １９ １７７
２７歳 ７ ４６ ５４ ９１ １９８ ４２ １３８ ３９ ２３ ２４２
２８歳 ８ ４９ ５５ １３５ ２４７ ３０ １３３ ３５ ３４ ２３２
２９歳 １４ ６０ ５６ １２８ ２５８ ５４ １２３ ３６ ４８ ２６１
３０歳 ２６ ８２ ８７ ２１３ ４０８ ８２ ２３２ ５５ ５８ ４２７
３１歳 １７ ５４ ３２ １２７ ２３０ ７０ １４４ ４６ ５４ ３１４
３２歳 ２６ ８０ ５６ １５２ ３１４ １０８ １８８ ４９ ６４ ４０９
３３歳 ２６ ７１ ４７ １５８ ３０２ ７０ １４１ ４３ ５７ ３１１
３４歳 １９ ５８ ４７ １２６ ２５０ １３４ １７８ ２９ ６３ ４０４
３５歳 ７３ １３３ ７７ １９４ ４７７ １６５ ２６０ ５４ ８４ ５６３
３６歳 ５１ ８３ ４９ １４２ ３２５ １３７ ２０４ ３７ ５８ ４３６
３７歳 ３５ ８２ ４０ １２０ ２７７ １２９ １６３ ３０ ４５ ３６７
３８歳 ５６ ９８ ５０ １６１ ３６５ １４９ １７０ ３９ ５６ ４１４
３９歳 ４７ ８８ ６４ １１７ ３１６ １２６ １６２ ２９ ４６ ３６３
４０歳 ９１ １６４ ８５ １５３ ４９３ ２０８ ２４２ ３２ ６４ ５４６
４１歳 ４０ ８２ ５８ １１８ ２９８ １８２ １５８ ３０ ３７ ４０７
４２歳 ６９ １１５ ６４ １０７ ３５５ ２０３ １９７ ３８ ３１ ４６９
４３歳 ５６ ９０ ６０ １０１ ３０７ １２６ １５９ ３０ ２８ ３４３
４４歳 ４３ ７２ ５３ １１０ ２７８ １３０ １１８ ２８ ３１ ３０７
４５歳 ９０ １４１ ８０ １２７ ４３８ ２２１ ２０４ ３７ ４６ ５０８
４６歳 ５０ ６２ ５４ １０２ ２６８ １８０ １３９ ３１ ３４ ３８４
４７歳 ４１ ７１ ４５ ８９ ２４６ １４５ １２９ ２１ ２６ ３２１
４８歳 ４６ ８８ ４２ １１１ ２８７ １４１ １３２ ２０ ２７ ３２０
４９歳 ４１ ７１ ３２ ８９ ２３３ １２８ １０６ ２５ ２１ ２８０
５０歳 ８４ １１７ ５９ １４５ ４０５ １６６ １３９ ２０ ２２ ３４７
５１歳 ５２ ５８ ２８ ７８ ２１６ １８２ １１８ １５ １５ ３３０
５２歳 ５４ ４８ ４８ ７６ ２２６ ２２２ １０７ １１ ２３ ３６３
５３歳 ４４ ６８ ２７ ５４ １９３ １５７ １０４ １２ ２０ ２９３
５４歳 ６１ ６６ ４１ ６６ ２３４ １６２ ８７ １６ ９ ２７４
５５歳 ６１ ６８ ３３ ６５ ２２７ １７８ １０９ １９ １４ ３２０
５６歳 ６１ ５５ ３３ ７７ ２２６ ２２６ １１８ ２０ １２ ３７６
５７歳 ５３ ５４ ４２ ４８ １９７ １５８ ８６ １０ １２ ２６６
５８歳 ５７ ６２ ２８ ４６ １９３ １７１ ６４ １１ １４ ２６０
５９歳 ３９ ４８ ２６ ３１ １４４ １２７ ５７ １４ １２ ２１０
６０歳 １２５ ９９ ３３ ６９ ３２６ ２３６ ６０ １３ １５ ３２４
６１歳 ６７ ４３ １３ ３１ １５４ ２１２ ５８ ４ ５ ２７９
６２歳 ７０ ４４ ２４ ３６ １７４ ２２７ ５０ ７ １２ ２９６
６３歳 ６４ ３５ ９ ３２ １４０ １８０ ３４ ３ ６ ２２３
６４歳 ７６ １９ １１ １７ １２３ １９２ ４６ ４ ６ ２４８
６５歳 １０５ ５６ １９ ３３ ２１３ ２３１ ５３ ３ ５ ２９２
６６歳 ５５ ３３ １４ ２６ １２８ １５２ ２５ ４ １ １８２
６７歳 ５６ ２４ １２ １７ １０９ １４４ ２９ ２ ５ １８０
６８歳 ５９ ３３ １０ １８ １２０ １８１ ２５ １ ３ ２１０
６９歳 ３８ ２３ １１ １５ ８７ １２０ ２２ ２ ０ １４４
７０歳 １１４ ４３ ２０ １３ １９０ １５６ ３７ ３ ４ ２００
７１歳以上 ３６７ １７９ ４６ ５９ ６５１ ９６２ １５３ １２ ９ １，１３６

合 計 ２，７７７ ３，４０７ ２，０７９ ４，５１０ １２，７７３ ７，８１４ ５，８１６ １，１２０ １，３３８ １６，０８８

（資料）１９９９年 SESUNAS個別結果表より計算。

－１２２－ ジャワ島家計の消費パターン

付表２ 世帯主年齢別学歴別サンプル数（２００２年，ジャワ島）

都 市 部 農 村 部

小学校
中退以下
（１）

小学校卒

（２）

中学校卒

（３）

高等学校
卒以上
（４）

合 計

（５）

小学校
中退以下
（６）

小学校卒

（７）

中学校卒

（８）

高等学校
卒以上
（９）

合 計

（１０）

２５歳以下 ３３ １６５ １９８ ６１０ １，００６ ７７ ２５８ １００ ４４ ４７９
２６歳 ８ ４１ ４１ １３３ ２２３ ２３ ８３ ２２ １９ １４７
２７歳 １０ ９３ ７６ １５０ ３２９ ２３ １１２ ３３ ３１ １９９
２８歳 １１ ６０ ５０ １５７ ２７８ ２５ １３０ ３７ １５ ２０７
２９歳 １４ ６９ ６６ １９０ ３３９ ２５ １０６ ３４ ３１ １９６
３０歳 ２５ １１２ １０９ ２６２ ５０８ ６３ １８２ ４９ ４４ ３３８
３１歳 １８ ８７ ８２ ２０４ ３９１ ５７ １６９ ４６ ４７ ３１９
３２歳 ２４ １００ ９８ ２９４ ５１６ ７１ ２０６ ６２ ４５ ３８４
３３歳 １９ ６２ ６６ ２１８ ３６５ ５０ １３１ ５３ ４９ ２８３
３４歳 ２７ ８２ ６１ ２３３ ４０３ ７２ １４３ ５１ ４８ ３１４
３５歳 ６４ １３４ １０９ ２９５ ６０２ １１０ ２３６ ５０ ４４ ４４０
３６歳 ３９ １２７ ７６ ２２９ ４７１ ８２ ２００ ４６ ４２ ３７０
３７歳 ５３ １０８ １０１ ２５５ ５１７ １０９ １５０ ４０ ６４ ３６３
３８歳 ５６ １００ ５８ ２５１ ４６５ ７９ １７９ ３９ ５２ ３４９
３９歳 ３９ ９７ ６３ ２１３ ４１２ ８８ １２７ ２９ ３５ ２７９
４０歳 ９２ １８７ ９８ ２７５ ６５２ １６８ １９０ ３１ ３８ ４２７
４１歳 ６４ １２７ ６２ １８７ ４４０ １４１ １７３ ３１ ４０ ３８５
４２歳 １０６ １４７ １０２ ２４６ ６０１ １７０ ２００ ３８ ４４ ４５２
４３歳 ８６ １２２ ６５ １８０ ４５３ １２６ １２０ ３１ ２６ ３０３
４４歳 ５１ ７２ ５８ １４４ ３２５ １０５ １１３ １３ ２５ ２５６
４５歳 １２４ １８０ ９７ ２２２ ６２３ １６３ １７７ ２８ ２１ ３８９
４６歳 ６４ １０１ ５８ １３７ ３６０ １３３ １３８ ２８ ２６ ３２５
４７歳 ５７ １１７ ７２ １６８ ４１４ １４０ １４５ ２３ ２１ ３２９
４８歳 ７０ １０５ ６３ １７９ ４１７ １２９ １２７ ２６ ２０ ３０２
４９歳 ５４ ８８ ５７ １４４ ３４３ １２３ ９７ １８ １１ ２４９
５０歳 ８８ １３６ ９４ １８８ ５０６ １４８ １３５ ２３ １５ ３２１
５１歳 ７８ １０３ ５７ １２４ ３６２ １６１ １３２ ２１ ２５ ３３９
５２歳 ８８ １１９ ６７ １３１ ４０５ １６５ １５４ １８ ２１ ３５８
５３歳 ５９ ８３ ３７ ９４ ２７３ １１４ ７７ ８ ６ ２０５
５４歳 ５５ ７３ ５３ ９９ ２８０ １４８ ７３ １７ １３ ２５１
５５歳 ９９ ９９ ４６ １０４ ３４８ １４６ ９８ ６ １４ ２６４
５６歳 ６０ ８６ ３３ ７８ ２５７ １７１ ８０ １３ １１ ２７５
５７歳 ６３ ６３ ３６ ７４ ２３６ １４０ ７６ ６ ６ ２２８
５８歳 ４８ ５９ ３１ ６４ ２０２ １１３ ６３ ８ １０ １９４
５９歳 ５２ ６４ ４１ ６３ ２２０ １２４ ５８ １０ １０ ２０２
６０歳 １３５ １０４ ５４ ９４ ３８７ １７２ ７８ ４ ８ ２６２
６１歳 ９１ ５１ ３３ ４８ ２２３ ２０２ ６０ ８ １０ ２８０
６２歳 ９６ ７５ ４５ ６８ ２８４ ２４３ ６６ ５ ７ ３２１
６３歳 ７８ ４６ ３１ ４５ ２００ １５０ ５０ １０ ９ ２１９
６４歳 ７３ ４６ １６ ３９ １７４ １３１ ３２ ８ ４ １７５
６５歳 １１２ ７０ ２８ ４９ ２５９ １８５ ４６ ５ １０ ２４６
６６歳 ６７ ２６ １２ ３３ １３８ １０４ ２８ ４ ４ １４０
６７歳 ９５ ３９ １５ ３５ １８４ １６５ ２５ ３ ５ １９８
６８歳 ６２ ２３ １４ ２９ １２８ １４２ １７ ２ ４ １６５
６９歳 ４５ ３１ ８ １５ ９９ １０３ ２２ ４ ４ １３３
７０歳 １０９ ４３ １０ ２５ １８７ １３４ ２８ ０ ３ １６５
７１歳以上 ５２０ ２０１ ７５ ８８ ８８４ ８５０ １３７ １１ ５ １，００３

合 計 ３，３８１ ４，３２３ ２，８２２ ７，１６３ １７，６８９ ６，３６３ ５，４２７ １，１５２ １，０８６ １４，０２８

（資料）２００２年 SESUNAS個別結果表より計算。

ジャワ島家計の消費パターン －１２３－



付表３ ジャワ島貧困家計に対する消費保険仮説の検証

被説明変数

説明変数

都 市 部 農 村 部

食料費
階差値
（１）

食料費
階差値
（２）

消費支出
総額階差値
（３）

消費支出
総額階差値
（４）

食料費
階差値
（５）

食料費
階差値
（６）

消費支出
総額階差値
（７）

消費支出
総額階差値
（８）

平均食料費階差値（β1） １．０２６ ０．９２８ ０．７２０ ０．７１５
（３．２３７） （３．１０９） （３．６１７） （３．６２６）

平均消費支出総額階差値（β1） ０．９９６ ０．９３１ ０．４５０ ０．５２２
（４．２１１） （４．１７１） （２．３４８） （２．８５２）

所得階差値（β2） ０．００６ ０．０４３ ０．０６８ ０．１２６ ０．２２０ ０．２１９ ０．３３８ ０．３３０
（０．０７４） （０．５８１） （０．４５５） （０．９５７） （４．１１４） （４．１２９） （４．５４３） （４．４２６）

家族員数 １．２０５ ２．０５４ －０．３６０ －１．０４０
（０．９３７） （０．８６９） （－０．６４７） （－１．２０１）

世帯主学歴ダミー変数
小学校中退 －１．７１２ －１．７９１ －２．０８５ －２．２９９

（－２．７２８） （－２．９３５） （－２．２６３） （－２．５２８）
小学校卒業以上 ０．３８７ ０．１４３ ２．９７１ ２．６１４ －０．５９６ －０．７０６ －０．３９５ －０．６９１

（０．１９８） （０．０７４） （０．８２９） （０．７３９） （－０．８８８） （－１．０９７） （－０．４０３） （－０．７２４）
定数項 －６．４８５ －０．２９６ －１２．６９６ －２．４７１ ２．５３９ ０．９７５ ５．３７４ ０．７５３

（－０．９５８） （－０．１９７） （－１．０５９） （－１．０８３） （１．０１５） （１．５５０） （１．３７８） （１．１６０）

決定係数 ０．２９９ ０．３０３ ０．４６８ ０．４７４ ０．５５８ ０．５６６ ０．４７０ ０．４６３
標本数 ２６ ２６ ２６ ２６ ３９ ３９ ３９ ３９

F－値 ０．００８ ０．１６９ ０．０８１ ０．４５７ ４．２３３ ５．６８３ ６．５３７ ８．１３１
（０．９３０） （０．６８５） （０．７７９） （０．５０６） （０．０４８） （０．０２３） （０．０１５） （０．００７）

（注）かっこ内の数値は t－値である。なお，F－値の下のかっこ内の数値は，p－値である。
仮説：β1＝１，かつβ2＝０対する検定は，F－値を用いておこなわれる。
５９－６１歳までのコーホートをサンプルとして使用した場合の結果である。

－１２４－ ジャワ島家計の消費パターン

付表４ ジャワ島全家計に対する消費保険仮説の検証

被説明変数

説明変数

都 市 部 農 村 部

食料費
階差値
（１）

食料費
階差値
（２）

消費支出
総額階差値
（３）

消費支出
総額階差値
（４）

食料費
階差値
（５）

食料費
階差値
（６）

消費支出
総額階差値
（７）

消費支出
総額階差値
（８）

平均食料費階差値（β1） ０．５８４ ０．７４０ ０．９５１ ０．９４１
（３．５９０） （５．３００） （６．４１４） （６．６３０）

平均消費支出総額階差値（β1） ０．６４６ ０．７８３ ０．７９１ ０．８２６
（３．１２５） （４．２４６） （４．３１２） （４．５６５）

所得階差値（β2） ０．０９５ ０．０８７ ０．３０８ ０．２８４ ０．０１２ ０．０１４ ０．１０９ ０．０９８
（５．６８６） （５．３０１） （３．８７６） （３．６１９） （０．６４４） （０．７４２） （２．３６４） （２．１８１）

家族員数 －１．１１５ －４．２０２ ０．１９１ －１．９４３
（－１．７４２） （－１．４１４） （０．２６１） （－１．０９９）

世帯主学歴ダミー変数
小学校中退 ２．４９３ ２．３５６ ４．９８６ ４．４３３ １．７６６ １．７９１ ４．２７３ ４．００６

（２．４９２） （２．３１１） （１．０１９） （０．８９９） （１．９９３） （２．０５３） （１．９５２） （１．８３７）
小学校卒業以上 ２．７３６ ２．６６９ ６．３５３ ６．０１３ ２．１０１ ２．１３０ ６．１３５ ５．８３６

（２．６７５） （２．５５５） （１．２７０） （１．１９０） （２．３７７） （２．４５５） （２．８１０） （２．６８８）
高等学校卒業以上 ５．９６１ ６．３４３ ７．５１８ ８．６０３ ４．４８４ ４．４９５ ５．５９７ ５．４３７

（４．０９２） （４．３１０） （１．０６７） （１．２１６） （４．８１４） （４．８８１） （２．４４０） （２．３７０）
定数項 ３．８３４ －２．５１５ ９．６００ －９．９２２ －２．６７４ －１．９０２ ４．１２３ －３．４５２

（０．９４４） （－１．３７５） （０．６５５） （－１．９９０） （－０．８６３） （－２．０４６） （０．５７７） （－１．８５６）

決定係数 ０．８３０ ０．８２３ ０．６０２ ０．５９３ ０．６３４ ０．６４２ ０．４９５ ０．４９３
標本数 ５２ ５２ ５２ ５２ ５２ ５２ ５２ ５２

F－値 ６．４６７ ７．０２４ ３．０１９ ３．２７５ ０．０８３ ０．１３８ １．１１８ １．１９０
（０．０１４） （０．０１１） （０．０８９） （０．０７７） （０．７７４） （０．７１２） （０．２９６） （０．２８１）

（注）かっこ内の数値は t－値である。なお、F－値の下のかっこ内の数値は、p－値である。
仮説：β1＝１、かつβ2＝０対する検定は、F－値を用いておこなわれる。
５９－６１歳までのコーホートをサンプルとして使用した場合の結果である。
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